第５回情報発信評価検証部会　議事録（概要）
日時：平成24年1月24日（火）午前10時～11時52分頃
場所：プリムローズ大阪　2階　羽衣の間

委員７名出席（田川委員欠席）
１　開会（司会：大阪府健康医療部食の安全推進課）

○音田部会長挨拶

○配付資料の確認

２　議事

音田部会長
　それでは、次第に沿って議事を進めてまいりたいと思います。（１）食品中の放射性物質に関する情報提供について、事務局より説明をお願いします。

事務局（大阪府健康医療部食の安全推進課）
· 平成23年6月に実施した大阪府ホームページの改修内容について説明（参考資料）

· 「資料１　食品中の放射性物質に関する情報について」に基づき説明

· 大阪府ホームページの「重要なお知らせ」に「東日本大震災被災地の支援について」に、「放射能関連情報」として食や環境中放射線量、ガレキ処理に関する情報が集約されて掲載した。
· ３月21日「食品の安全性確保について」を作成し、放射性物質に関する情報をとりまとめて提供。

· 当初は、国は食品衛生法の暫定規制値を定め、検査結果に基づき出荷制限や自粛を実施した。府では、流通監視に努めていること、食品による健康への影響について掲載した。
· メールマガジンについて、緊急情報として食品の出荷制限の指示、解除に関する情報、放射性物質が含まれた稲わらを給与された可能性のある牛の肉の流通状況、検査結果について随時配信した。
· 11月15日、「放射性物質と食を考える」をテーマにリスクコミュニケーションを実施した。
· 情報提供の課題

· 今後求められる情報とは何か、消費者の方に見やすいホームページについて

· メールマガジンでは、これまで、国からの情報、出荷制限品目などを逐一配信しているが、引き続き配信する必要があるか。

· リスクコミュニケーションでは、放射性物質への不安解消を目指す手法とは

· 講習会は、開催回数、場所の確保というのが難しいが、消費者の基礎知識の普及を行う必要性について

　震災、原発事故という危機管理をうけて、大阪府が取り組んだ情報発信について説明し、その内容、迅速性等について、評価をお願いする。

音田部会長
　食品中の放射性物質に関する情報提供について、ホームページ、メールマガジン、リスクコミュニケーションと様々なかたちでいろんな情報が提供されていたことを、あらためて皆さん方も認識していただいたと思います。
まず、ホームページについて、何かご意見がございますか。中村委員、お願いします。

中村委員

　ホームページでは、部局やカテゴリーなどで分類しているが、1回ずつクリックしていかないと中身がわからない。カーソルをあてるだけで、見出しや内容が一目で見られると欲しい情報を選びやすいのではないか。

１回でもクリックを少なくしていけるようになったら、いいと思います。

音田部会長
　そうですね。何か絵もあって、最初、お野菜の絵が付いているので、食だとそっちかなと入られる方もあると思うんですけど、そこは「農林・水産業」であって、食の安全は「くらし・住まい」なんですよね。いろんな入り方ができるんですが、何か食ですぐにわかるものがあると大変入りやすいということですね。
現在のホームページでは、トップページの重要なお知らせにある「東日本大震災被災地の支援について」から入るということですが、あのタイトルであれば何か府が救助に行かれた状況についての情報かなという感じで、放射性物質に関する食の安全の情報がそこにあるという認識が持てないと思います。アクセスする場合、この食品の放射性物質に関する情報まで、一般にはどういうかたちでアクセスするのが一番短くて、また府としてはどういうふうに想定されておられるのかを事務局で説明お願いできますか。

事務局（大阪府健康医療部食の安全推進課）
　大阪府のトップページにつきましては、これまでもカテゴリーが非常に多くわかりづらいなどということで、全庁的に精査をして、昨年６月に今の形にリニューアルをしました。

食の情報を一番上に出すことには、他との制約がありますので、すぐにはできないのが実情ですが、私たちは、食という大きなカテゴリーの中でまとまって情報発信していきたいという理想を持っております。

　現在でもまだ情報量が非常に多いので、カテゴリーからもわかりづらいし、食の安全推進課がこういう情報を発信しているというのもわかりづらいということがありますので、この情報が欲しいとわかっていらっしゃる方には検索機能を使う方法を紹介します。例えば、ご質問があった場合は、キーワードで検索してくだされば出てきますというご説明をしています。

音田部会長
　ありがとうございました。

「東日本大震災被災地の支援について」というタイトルと、並んで「放射性物質の何とか」ってあると、非常にわかりやすいですけれど、このタイトルで、放射性物質、食品の話が入っているというのはちょっと理解しにくいですね。
例えば、ページ内に「危機管理情報」というのがありますが、あれと並ぶかたちで食の安全安心がトップページにあると、一番わかりやすいという感じがします。
ほかにホームページの情報提供についてご意見、ご質問はございますか。

菅委員
　「重要なお知らせ」に、放射性物質関連の事業を出すのであれば、支援についてではなくて、震災関連のことについてはそこから全部いけるというかたちでリンクしないと、何のためにあそこに重要なお知らせがあるのか、値打ちが半減してしまうのではないかと思います。
私たちが府のホームページに期待するのは、国の機関はバラバラの縦割りの情報しか出してくれないけれど、府のホームページに行ったら、震災関連なら震災関連、あるいは放射性物質なら放射性物質の関係のものが国の役所の縦割りとは違うかたちで、全部見られないかということです。特に、今、放射性物質の関係の情報は、一つのページに情報を集約するということをしていただきたい。だから、検索を掛けてということではなくて、そこを最初の窓口としていろんなものが手に入るという便利な入り口がほしい。特に放射性物質に関しては、今、トップページから直接行けるぐらいでないと、いけないのではないかと思います。

　それとちょっと矛盾するんですが、そこからまた開かないと駄目っていうのではなくて、何が書いてあるのかタイトルだけではなくて、もうちょっと内容も書いてある方がいい。

例えば、今回の「食品の安全性確保について」とか、「食品中の放射性物質のモニタリング検査結果について」というような表題が並んでいますが、その中身は何のことについて書いてあるのか、一歩先に進みたくなるような、概要を記載する方がよいと思います。

しかし、文字数が増えるので、先ほど言った、１回的に一覧性でというのと矛盾するところもあるんですが、そのへんも少し工夫できないものかと思います。

音田部会長
　今の項目ごとに一つ、もう少しまとめたかたちで出していくというのは技術的には可能ですか。

事務局（大阪府健康医療部食の安全推進課）
　工夫は必要ですが、技術的には可能かと思います。

音田部会長
　資料１のホームページのアクセス件数ですが、７月の時点で非常にアクセスが増えているというのは７月13日の報道、影響がきっかけでしょうか。これはどういう内容の時だったのでしょうか。

事務局（大阪府健康医療部食の安全推進課）
　まず、７月に高濃度の放射性セシウムが含まれている稲わらを与えられた牛の肉が流通していることが判明し、厚生労働省がその牛の個体識別番号を公表しました。

牛肉のトレーサビリティにより個体識別番号から出荷状況等の調査をし、府内での流通状況を調査しました。すでに市販されて購入されたもの、ご家庭で冷凍保管されているものがあれば、それをできる限り回収するということで、スーパー、小売店のご協力の下、自主回収を積極的に行いました。さらに、「いつ、どの店で、売っていました」という情報を大阪府のホームページで公表しました。テレビで、「お店の情報が大阪府のホームページに載っています」ということが報道されましたので、それを見られた方が大阪府のホームページに一斉にアクセスされたということがありました。

音田部会長
　それだけ皆さん関心が強いということですね。

飯田委員
　ちょっと質問です。昨年７月の時のアクセス数が多くなった時ですが、府民がどういう順番でアクセスしていったかというのはわかるんですか。僕、この時に見てないんですが、重要なお知らせのところでワンクリックでも見られたんですか。

事務局（大阪府健康医療部食の安全推進課）
　はい。当時は、「重要なお知らせ」に、「放射性セシウムに汚染された稲わらを与えられた牛の肉に関する情報」として、直接リンクしましたので、ワンクリックで見られるような形になっておりました。

音田部会長
　惣宇利委員、何かございますか。

惣宇利委員
　私の経験で申し上げますが、参考資料の３ページ目、「（２）ホームページによる情報提供」ということで、各課の閲覧件数の多い主な事業ページが挙げられています。私自身仕事の関係で、食の安全推進課、健康づくり課、消費生活センター、環境農林水産総務課、農政室、流通対策室という六つの室課に全部入っていくんですけども、例えば、大阪の特産品を調べようと思うと、このページの中だけでも環境農林水産総務課の「大阪産（もん）」もあれば、農政室の「なにわ特産品」、流通対策室に「大阪府Eマーク食品」とありまして、これで全部かなと思っていると、また関連するものとして食の安全推進課の「大阪版食の安全安心認証制度」というのがありまして、これも調べたくなるんですね。
食に関する情報は、この六つの課・室が担当しているというのは、ふつう調べている人間にはわからないです。これは相当なプロでないとわからないですよね。だから、全部網羅できたかがわからないという不安感がいつもあるんです。それは私のリサーチするテクニックの貧弱さを物語っているのかもしれませんけど、全部網羅できるためのテクニックってどうしたらいいですか。情報の一元化をしてもらわないと、いつも迷っているわけです。
事務局（大阪府健康医療部食の安全推進課）
　今、先生がおっしゃったとおり今回の放射性物質に関しましては、いろんな都道府県市のホームページを見させていただきましたが、情報を得るのにかなり苦労をしました。情報の一元化は、今後の課題とさせていただきます。

音田部会長
　ここのアクセス数がそれぞれ多いところも、今の惣宇利委員みたいにあちこち閲覧をしている方が結構多いんでしょうね。そして、やっとその一つの情報を当たるということですね。
ほかにホームページに関してのご意見なり質問はございますか。

菅委員
　漠然とした質問になってしまって申し訳ないのですが、大阪府の放射性物質の問題に対するホームページのつくり方、取り組みとして、政府の発表するものをまとめるという視点だけではなくて、大阪府としてはこういう取り組みを積極的に行っていますとか、大阪府民としては何に気を付けて生活したほうがいいといった点で、何か特徴的な取り組みはされていたんでしょうか。

音田部会長
　はい、事務局の方、いかがでしょうか。

事務局（大阪府健康医療部食の安全推進課）
　府では、府域の政令市・中核市と連携し、流通食品の緊急監視を実施し、その結果をまとめて公表しました。また、流通する食品の放射性物質の検査も連携して実施しているところが特徴的なところです。

菅委員
　大阪府民の食の安全を守るためにこういう取り組みをしていきますというようなメッセージというか、大阪府の方針のようなものというのがきちんと府民に発信されていたのかが、お伺いしたいのですが。

事務局（大阪府健康医療部食の安全推進課）
　「東日本大震災被災地の支援について」の中にある「放射能関連情報」には、「食品の安全性確保について（放射性物質関連）」という部分があります。ここに、大阪府としては食品の安全性確保のスタンスを記載しています。このことは、橋下前知事も記者会見の中で発表され、「監視を強化して流通食品の安全を守っていきますので、消費者の方は店頭に並んでいるものは安全だと認識していただいて冷静に対応してほしい。」という府民へのメッセージを伝えました。

　先ほどの政府の情報につきましては、当初は政府もかなり混乱しており、とりあえず情報発信をしている状況でしたので、それを一つ一つ府民の方が開けて見られるにはかなり難しいだろうと考えて、報道資料をとりまとめて一覧表にしたり、実際にどんな食品が検査され、どれだけの放射性物質が検出されているのかを表にしたりと工夫いたしました。数か月がたち、政府がまとめて公表されるようになってからは、政府の情報にリンクするかたちに変えていきました。

音田部会長
　菅委員、いかがですか。

菅委員
　ありがとうございました。

もう１点、放射性セシウムに汚染された稲わらを与えられた牛の肉に関する情報の提供の仕方として、目的は回収の促進だからということで、既に消費済みのものについては公表しないけれども、逆に流通しているものは積極的に公表したという取り組みについて、本当にそれでよかったのかどうかという問題があると思うんです。

私としては、消費済みのものであっても府民のほうが情報を得たいと思ったら、知ることができるという方法も用意しておいてもらいたいと思いますが、すでに消費済みのものについては混乱が大きいから府としては公表されないという方針であったとしても、仮に情報公開請求などをされたら、それは開示されたりするものなのでしょうか。

音田部会長
　今の点についてはいかがですか。府民の方としては、何か消費済みのほうがちょっと心配ですよね。

事務局（大阪府健康医療部食の安全推進課）
　当時、７月20日に放射性物質に関する公表基準を定めました。橋下前知事を含め、情報の公表についてかなり議論をした上で、少しでも回収の可能性のあるものについて、いわゆる府民の口にこれ以上そういう疑いのあるものを食べさせないということを第一に考え、公表基準を定めまして、発表させていただきました。

　実際に回収情報を公表し、回収に努めましたところ、消費者の方から返ってまいりましたのが３検体あり、検査を行いました。検査の結果、放射性セシウムが基準値以下だったので、安全性が確認されましたので、その旨を公表するという方法で運用させていただきました。
すでに消費されているものについて、白か黒かわからない疑いのものがあったということを公表することは、しんどかったんじゃないかと思います。

菅委員
　まさに府の条例に託した期待は、白か黒かはっきりわからないグレーであっても、消費者の側が冷静に受け止めましょうと。その後で白であったら良かったけれども、もしかしたら黒だったかもしれないのであれば、できるだけ早くそのことを知りたいということが確保されることです。その少しを食べただけでどれほどの影響があるかという問題はあるとしても、もともと食中毒事件などをきっかけにそういう議論が起こってきたわけなので、やはり消費者側としてはグレーの情報であっても接することができるように、ぜひ、していただきたいというふうに思います。

　先ほど、そもそも消費済みであるということで公表されないということでしたが、もう既に消費済みかどうかの確認はどのレベルで線を引かれたのかとか、公表しないことになったラインというのがいまひとつ私も十分理解できてないですし、やはりそこはあまり区別しないでグレーの情報が府民に知らされるということが確保されている必要があるのではないかというふうに私は思います。

音田部会長
　ほかの委員の方、どうでしょうか。はい、平川委員。

平川委員
　今のご意見を押すかたちですが、私自身も情報というのはやっぱりどんどん出していくべきだと考えます。確かに、グレーゾーンであるが故に、ある種の不安を増すことになると思うんですけども、逆にその情報を出さないと、かえって疑心暗鬼を生んでしまって情報を隠しているんじゃないかとか、いろんな不安の要素が膨らんでしまって、かえってコミュニケーションとかを難しくしてしまうところがあります。不確実な情報、グレーな情報であったとしてもできる限り情報を出して、府民の判断に任せるというふうにしたほうが、いろんな面でプラスになると思います。

音田部会長
　ありがとうございます。そうですね。今の委員の方のご意見等を踏まえて、今後情報提供をしていく時には、十分考えていただけたらというふうに思います。
ただ、逆に不安をあおってしまうという非常に難しい問題も含んでいるので、なかなか難しいかと思いますが、それに付ける説明など情報の提供の仕方も工夫が必要だと思います。

　放射性セシウムの規制値を超えている農産物が違反であると公表していることに、少し違和感を感じていました。消費者にとって非常に安全が心配な問題でもありますが、作っている人も販売した人にしても、何も違反したくてしたわけではないということを考えると、作っている側にとっては思いも寄らぬかたちで出てしまうという痛みもあると思います。これは一般の悪質な商法とか、業者の故意によってというのと違う面の難しさがあると思います。
消費者にとってはできるだけ知りたい、正しく知りたいという要求が強いと思いますが、またこれは今後の参考にしていただくということでよろしいですか。

事務局（大阪府健康医療部食の安全推進課）
　先程の情報公開をするにあたって必ず付随してくるのが風評被害という一面だと思いますが、今回の事件では農産物をはじめ牛肉についても風評被害対策の情報がかなり出ていたと思います。それについて少しご意見があれば、教えていただきたいと思います。

音田部会長
　それでは、菊井委員どうぞ。

菊井委員
　今言われたように、何でもかんでもというか、やっぱり情報は出すことが基本で、あとは府民の判断にゆだねるんですよという意見はそのとおりだと私も思います。ただ、府民がそれを正しく判断してくれればいいけれども、やっぱり風評被害というのが大きな問題になってくるわけですね。
情報は出すというのを拒まないんですが、消費者が正しく判断できるように、そういうリスクを正しく理解できるような基礎知識をやっぱりきっちり与えるということを、府民全体でやっぱりみんなが考えないといけないと思います。

音田部会長
　菊井委員の意見は、リスクコミュニケーションの問題とか、講習会の話とかともつながってくると思いますが、ほかの委員の方はいかがですか。
菅委員
　情報を公開した後でもちろん最終的に白になるようなケースもあるわけですし、風評被害ということができるだけ起こらないようにする必要はあると思います。だから、グレーの情報を出す時には、その受け止め方としてどのようなことに気を付けなければいけないのかを、情報を発信するページでもっと詳しく説明する必要があると思います。

「疑いがある」というような表現だけで不安をあおるかたちではなくて、もう少し表現などに注意して、冷静に対応してほしいということや、最終的に白になったということがわかった場合にはすぐに発表しますとか、その発信する時のケアのようなものを少し工夫されるのと合わせて、そのグレーの情報の読み取り方、受け取り方、基礎的な知識も意識して発信する方法を工夫する必要があるのではないかなと思います。

グレーの情報も出ることによって、逆にグレー以外のものについては基本的に白だと、きちっと信頼してもらえる事業者のメリットもあると思うので、そういうかたちで工夫していただいたらどうかと思います。

菊井委員
　情報を発信した時に、皆さんがその読み方、とらえ方をどうするかというのは本当に大事なことですね。例えば、直ちに健康に悪影響を与えるものではないという文言が出た時に、そうしたら、もうちょっとしたら影響があるのかとなる。人間というのはこんなものなんです。そういったら大体大丈夫だよというようになるなど、もう少し基礎勉強をしないといけないんじゃないのか、何かもうちょっとお互いに考えたいですね。

音田部会長
　確かにそうなんですけど、なかなか難しいですね。

中村委員
　間もなく放射性物質の規制値が暫定でなくなって、非常に厳しい数値に決まるような雰囲気になっております。私が非常に気になるのは、水、ミネラルウォーターとか、飲料茶が10ベクレルというすごく厳しい数値なんですね。そのほかの食品、例えば、スポーツドリンクだったら、今度は100ベクレルになるという感じで非常に矛盾するような数値だと私は見ているんです。
　飲料業界のある情報によりますと、東北や北関東で、ミネラルウォーターとかの原水や原料用水などが、調べていたら時々10ベクレルを超えているといいますので、規制値が変わりましたら、そういう流通品も調べる必要があるでしょう。10ベクレルをちょっと超えていたとしても現実にはどうということはないでしょうけど、今までの農産物以外のそういうペットボトルの商品など他の情報も消費者は知りたいということが出てくるのではないかと思っております。

音田部会長
　本当に放射性物質に関しては、まだわからないところが非常に多いということもあって、どうしても厳しく規制していくことになるでしょう。また、消費者は小さい子どもがいるとかでも不安が高くなる。だから、そこを冷静に判断してもらえるような教育というようなものが必要だということですね。
　メールマガジンに関する要望で、そういう基礎的なことを情報として提供してほしいという声がいくつかあって意外だなという気がしていたんですが、消費者に対する啓発的なものを、特に放射性物質に関してはどういうふうにしていったらいいのかっていう課題が一つあるかと思います。
　先程の放射性物質に関する自主回収情報に関してですが、他の自治体等では情報を出したところ、出さないところっていうのは何か分かれているんですか。それとも、自治体としては大体統一的に、もう消費してしまったものについては公表しないという方針で臨まれたのか、何か情報がありますか。

事務局（大阪府健康医療部食の安全推進課）
　具体的にはわかりませんが、当時、徳島県だったかが、牛肉を販売し、自主回収しているスーパーを公表されたということがありまして、それが最初ではなかったかと思います。７月20日時点で、販売店舗を公表したことは全国でも比較的珍しいものであったと思います。

音田部会長
　まだいろいろご意見もあると思いますが、次にリスクコミュニケーションについて、11月に大阪府が開催した食の安全安心シンポジウムには、今回当部会からも多くの委員の先生方にもご協力いただいて大変ありがたかったと思います。
そういったリスクコミュニケーションの在り方とかも含めて何かご意見なり、ご質問のある方ありましたらお願いできますか。シンポジウムのアンケートを見ますとやっぱり不安がなかなか解消されなかったという感想をお持ちの方が多かったみたいなんですけれども、シンポジウムに出られた菅委員、菊井委員、平川委員には、その点について何かお感じになられたんでしょうか。

菊井委員
　パネラーに出させてもらったんですけども、アンケートの結果で不安を解消されたと答えた人は４分の１というかわずかだということですが、やっぱり私は内容が専門的なこともあるし、放射線が人体に与える影響について計り知れない怖さというか、不明な点というのがあまりにも多過ぎるということです。

会場からの言葉にもあったように特に小さい子どもを持つ親の気持ちとして、こういうことだから絶対安全だと、こういうことだから絶対心配要らないよというような答えを期待しているように感じました。
私が申し上げたいのは、先程も言ったようにリスクを正しく理解する基礎知識をきちんと普及させることです。ゼロリスクというのはないと私はいつも言っているのですが、人の健康に悪影響が起きる可能性とその程度をきっちり理解して、放射線というものと長く付き合うような大きな気持ちでないと、これからはお互いに生活がしにくいと思います。

　そんな中で、マスコミが不安をあおるような報道も一部あったんですが、国も自治体も生産者も消費者も一体となって放射線と長く付き合うという、そういう気持ちを持ってやらないといけないんではないのかと思います。
これからは府民にどういう情報提供をするのか。不安をあおるだけ情報が一人歩きする可能性がありますので、ホームページだけではなく、新聞にQ&A形式で掲載するなど、府民全体に正しい情報提供をすることを大前提にすべきであると思います。

　

音田部会長
　はい、わかりました。Q&A方式というのは、なかなかいいと思います。ホームページの中で、放射性物質に関して皆さんのいろんな疑問にお答えしますというようなかたちでQ&A方式はどうなんでしょうか。

事務局（大阪府健康医療部食の安全推進課）
　放射性物質のQ&Aというのは、消費者庁や食品安全委員会がよくまとめておられますので、大阪府としては個別で作成せず、リンクによる対応をしています。

ただ、放射性セシウムに関連した牛肉の時は、情報もまだ入ってこない部分がありましたので、寄せ集めたQ&Aと併せて、回収情報を掲載しました。

音田部会長
　一般の府民の方もリンク先を見ることができるということですね。

平川委員
　先ほど菊井委員のほうが言われたゼロリスクはないという話ですが、リスクコミュニケーションをする場合、ゼロリスクはないと言うことは非常に危ない表現なんですね。特に放射性セシウムの問題でいえば、食品に多かれ少なかれ入ってしまっていることを認めざるを得ない状況なんですが、それを府などの行政機関や専門家とかが、ゼロリスクはないんですよ、受け入れなさいというように、いわゆる受忍を強いるような表現になってしまうと、受け手側からすごく反発心を呼んでしまいます。
　特に３月11日以前の原発事故が起きる前は、自然放射線以外の放射線量に関してはゼロリスクだったわけですから、天災ではなくて事故によるものであって、怒りがあったりするわけです。そうすると、リスクへの理解がすごく得にくくなってしまいます。これはリスク認知とか、リスクコミュニケーションの研究でよく指摘される問題なので、表現に気を付けないといけないと思います。
その上でもう一つ、先ほどおっしゃっていた正しい情報提供という点でいうと、やはり検査した上での情報公開というのが非常に重要です。情報公開をする時は、それぞれの食品の検査結果の数値を単に公表するだけではなくて、これを日常的に摂取したらどれぐらいのリスク上昇になるのか、またならないのかというところも、わかりやすく情報提供していただけるといいと思います。
　放射性物質については、正しく測定してある程度相場観というのが見えてくれば、おのずとそんなに心配になることはないのかなと思います。ちゃんと情報提供を行い、さらに消費者にとって実感しやすいように、トータルでこのぐらいですよ、普通に今までどおり食べていたらこのぐらいですという情報があるといいと思います。

　あともう一つ、消費者の心理としては、特に子どもがいたりすれば、できる限りリスクを下げたいと考えると思いますので、そういう時にどうしたらいいのかという情報も提供していただけると、府に対する信頼感というのも増すのかなと思います。
音田部会長

ありがとうございます。大変注文が多くて難しいかもわかりませんが、本当に理想的なかたちとしてはそういうことなのでしょうね。
消費者の方は、単に数値を聞くだけですごく過剰に反応するということがありますけど、トータルでどうなのか、自分たちの生活の中に当てはめていった場合にどうなのかということがわかると、それは安心感につながるのかなと思います。

菅委員
先ほど平川先生も言われたように、「ゼロリスクはない」という表現は、やはり消費者側からはすんなり受け入れられませんので、結局、正しい知見というのが食品安全委員会ですら明確にできない中で、わからない以上「食べない自由」というのは決してヒステリーではないのでして、少なくとも選択できるということが確保されなければ、今の国民全体の不安感というのは解消できないということなんだろうと思います。

　リスクコミュニケーションの効果的な手法というのは、私もよくわからないですが、どの程度会場に来られた方とコミュニケーションできたのかと言われると、あまりそのようなかたちにはなっていなかったかもしれないとも思いました。

最近、厚生労働省が行う意見交換会の開催について、府のメールマガジンで情報提供をいただきましたが、あっという間に定員いっぱいで申込受付終了となっていました。たくさんの方に関心を持っていただける内容については、回数や情報提供の仕方をもっと大きな規模でしたほうがいいのではないかなと思っております。

平川委員
　その点で、最近では実際に政府の委員会なんかも使っていますけど、ユーストリームとか、ニコニコ動画とかで中継して、それを記録・保存することで、後から見ることができます。そうすると、実際に会場に行けなかった人でも、後から見られますし、ネット上でも広まるのかなという感じはします。

音田部会長
そうですね。その方法だと会場にいけなかった方にも、いいかもわからないですね。
飯田委員
１点は、メールマガジンを活用したリアルタイムの情報提供はもうしばらく必要だろうと思います。また、ホームページ等でも、しばらくはリアルタイムで府の情報と国の情報を同時掲載でやっていく必要がまだあるんじゃないかと思います。

２点目は、リスクコミュニケーションですが、私も11月15日に参加させてもらいました。あの時点では食品安全委員会の健康影響評価の説明に限らざるを得なかったんでしょうが、府民の方は管理をどうするのかということまで知りたかった、というギャップがあったんだろうと思います。

現在、新しい基準値の説明会が全国縦断で行われていますが、すでに定員がいっぱいで締め切りになっているんで、やはり別途説明会が必要ではないかなと思います。
実際に府民がどういう不安や疑問を持っているのかということを知るためにも、一定の説明の後にどんな質問でもいいからということで会場から募って、気軽に質問や自分の不安、疑問が解消できるようなスタイルのコミュニケーションが必要なのではないかなと思います。

　実は、３月14日に基準値の説明会を私たちが消費者庁と主催するんですが、やはり時間も相当掛けたリスクコミュニケーションが今後も必要になってくるのではないかなと思います。
音田部会長
　はい、わかりました。ありがとうございました。
惣宇利委員
　私のやっている分野の経済学の中に、最近、行動経済学というのがあります。例えば、確率は限りなく０に近いと言いながらも、私は当たるかもしれないと思って宝くじを買う人がいるし、絶対買わない人もいる。非常に低い確率の病気でも、結構高い確率と感じて生命保険に入るということがあります。心理状態によって、その行動は変わってくるということです。特に、3.11以前と以後では放射線に関するリスクへの解釈も変わってきたということです。

　それから、もう一つの問題は、インターネットなどを利用しない方々に対して、同じように情報提供できるかというのも、大切な問題じゃないかと思っています。

音田部会長
　ありがとうございます。今までいろいろな意見や要望が出ましたが、府としてこれを全部そのまま受け入れるというのは難しいと思いますが、うまく取り入れていただき、より良い方向の情報提供を検討していただけたらと思います。
　それでは、次の議事移りまして、メールマガジンのアンケートを実施された結果について、事務局のほうから説明よろしくお願いいたします。

事務局（大阪府健康医療部食の安全推進課）
　・資料２「食の安全安心メールマガジン（以下メルマガ）のアンケート結果について」に沿って説明

・今後新たに発信してほしい内容を踏まえ、良い方向に改善していきたい。
惣宇利委員
　このアンケートの回答者は、消費者より事業者のほうが多くて驚いていますが、食中毒に関することなど詳しい情報が欲しいというのは、同業他社の状況など自分の商売にかかわることなので、結構敏感に反応されているのかなと思ったんですが、そういう理解でよろしいのでしょうか。

事務局（大阪府健康医療部食の安全推進課）
　今、おっしゃられたとおり事業者の方は食中毒に関する原因と対策についてもっと詳細に知りたいというようなご意見も伺っております。

音田部会長
　ほかに何かご質問、ご意見がありますか。

菅委員
　メールマガジンの今後の配信についてですが、私はタイムリーに引き続きやっていただくことがよりいっそうの信頼につながるものだと思いますし、どんどんやっていただいたほうがいいと思います。

実際、メールをもらい始めてみると、これだけずっと監視してもらえているのだなと実感できますし、すべてのカテゴリーについて登録しましたが、皆さんの取り組みがよくわかって良いと思います。

　何をきっかけに消費者の皆さんがこのメルマガのことを知り、自分で登録するに至ったのかというのは、把握されておられますか。もっとメルマガ受信者が増えたらいいと思いますので。

　あとは、ホームページの時にも申し上げたんですが、タイトルとリンク先だけでなく、これを開くとどんなことがわかるのかについて、ちょっとでもコメントしておいたほうがいいのではないかと思います。自主回収情報などは、テキスト本文で大体どういうことが書いてあるのかわかるのですが、やはりメールだけ見てわかるほうが良いですし、その一歩先を開くのはだいぶ面倒くさいと思うので、そういうかたちの工夫を一層していただけたらいいのではないかと思います。

音田部会長
　ありがとうございます。メルマガを登録するきっかけについてはどうでしょうか。

事務局（大阪府健康医療部食の安全推進課）
　メールマガジンの登録者募集については、消費者向けや事業者向けのイベント、また講習会の際に登録を受け付けたり、保健所が監視に行った際に案内をさせていただいたりしています。
先日も大阪モーターショーに参加させていただき、会場で周知した結果、２日間で350件ぐらいの登録をしていただきました。
メールマガジンの登録手続きが面倒という方が多いので、登録用紙に記載していただき、府が代行して登録するというかたちにしています。また、１日５件とか６件ですが、登録される方がいらっしゃいますので、そういう方たちのきっかけは知りたいと思いますが、今回のアンケートの中でそこまでは盛り込めなかったところです。
今回は、「知人に紹介したことがありますか」という問いかけをすることで、我々から見えないすそ野がどれぐらい広がっているのかと考えました。

菅委員
　それと関連しますが、携帯電話かパソコンのどちらのメールでアクセスしているのか、どういう割合なのかは把握されているのですか。

事務局（大阪府健康医療部食の安全推進課）
　メールマガジンのシステムで、把握できます。大体半々ぐらいです。

音田部会長
　このアンケートの結果から見ても、現在の在り方に大体の方が満足していらっしゃって利用もされているということですね。今後、よりいっそう要望に添うかたちの情報提供をお願いできたらと思います。
メールマガジンについても、ホームページについても、大阪府として大変精力的にいろんな情報提供を試みておられるようにお見受けしますけれども、今日委員の方からも出ました大変厳しい注文や、ご意見にもできるだけ反映するかたちで、今後より積極的に情報提供をよろしくお願いしたいと思います。
それでは、事務局のほうにお返しいたします。

３　閉会（大阪府健康医療部食の安全推進課長）
　音田部会長をはじめ、委員の皆様方、大変お忙しい中お集まりいただきまして、大阪府の食の情報発信の在り方について貴重なご意見を賜りまして本当にありがとうございます。
非常に難しい部分が多々ございますリスクコミュニケーションの在り方についても、今日はさまざまなご意見をちょうだいいたしました。今後の事業に、反映させていただきたいと思っております。当然、大阪府庁全庁におきまして、食の安全安心情報の一元化を常に意識しながら情報の発信に努めてまいりたいと思っております。　

本日、評価検証していただきました内容につきましては、２月に食の安全安心推進協議会を予定させていただいておりますので、その場で部会長よりご報告をさせていただくことになります。

それでは、非常にご多忙な中、ご熱心にご討論を賜りまして本当にありがとうございました。
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